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動について共通の知識基盤を形成しようとする  

研究活動も行われるようになってきたが，また  

緒についたばかりであるl㌔   

以上のような問題関心から，われわれは公立  

高等学校艮への質問紙調査を通じて，学校経営  
上の課題と支授ニーズの実態を明らかにしよう  

とした。調査の方法は次の通りである。   

調査対象校は関東地方の全公立高等学校929  

校の校畏である。2008年1月から3月にかけて  

郵送法で実施した。主な質問項巨＝ま学校と校艮  

の属性のほか，①学校目標，③学校目標の速成  

状況，各学校目標達成上の課乱（互）学校目標達  

成のための知識ニーズ，（豆1外部機関との連携の  

実態と連携要請，（亘淵F発音・学会への支援ニー  

ズ，である－。有効回収数は186校（20．0％）であ  

った。回収率が低い理由は二つ考えられる。一  

つは調査時期が年度末で学校が多忙な時期と重  

なったことである。本調査が学校目標の達成状  

況と学校目標達成上の課題を尋ねるものであっ  

たため，それらがある程度明らかになる時期に  

調査を行う必要があり年度末での実施となった。  

第二の理由として，学校経営上の課題解決のた  

めに外部に支援を要請するという意識自体がま  

だ高等学校長の側にそれほど高くないというこ  

とが考えられる。本調査が対象者の関心をひか  

なかったということである。逆にいえば，回答  

を寄せた校長は本調査の課題に対する関心の高  

い校長ということになり，データ上の偏りが想  

定される。そうであっても，これまで学校の支  

授ニーズをとらえた研究は見られず，現時点で  

公立高等学校の経営上の課題と支援ニーズの傾  

1．研究の目的と方法   

本論文の目的は，公立高等学校の経営上の課  

題と支撲のニーズを明らかにすることである。  

その背紋にある問題意識は次の通りである。   

近年，公立高等学校は厳しい経営塀偏に置か  

れている一。少子化は各学校の入学者の減少や質  

の低下をもたらし，公立高等学校の再編が課題  

とされ，多くの自治体で再編計画の策走が行わ  

れ，実施に移されている。その中で，各学校は  

入学者の特質に応じた教育の改善や特色づくり  

を求められている。とりわけ都市部では，こう  

した取り組み自体が私立高等学校との披争的な  

環境の中で行われている。このような状況の中  

で各公立縞等学校がそれぞれの教育目標を設窟  

l＿．，その達成に向けて経営的な努力を行うこと  

が求められている。，しかし，硯実には各学校の  

経営的な資源ほ限られており，学校の組織マネ  

ジメントの能力も必ずしも十分でないことから，  

今日の公立高等学校は様々な経営上の課題を抱  

えていると同時に，その解決のために外部への  

支援ニーズを有していることが予想される。  

m一方，学校綽営の研究者の側ではこれまで個  

別にきまぎまなコンサルテーション活動が行わ  

れてきた小。しかし，それは個々の研究者の限  

られた専門的知識と経験に基づいた活動であり，  

必ずしも学界に共有された知識基盤にもとづい  

ているものではなかった。こうしたことの反省  

から，学校経営に関するコンサルテーション括  
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件法で問うた結果である。衷は，「特に重視して  

いる」と「重視している」を，「重視していな  

い」と「あまり重視していない」をそれぞれ合  

計し，「特に重視している」と「重視している」  

の合計の割合の高い順番に整理している。   

上位から順にみてみると，「学習意欲の育成」  

（98．4％「特に重視している」「重視している」の  

合計。以下，同様。），「基礎学力の育成」（97．3％），  

「開かれた学校づくりの推進」（92．5％）「生活習  

慣の確立」（91．5％）については，9割以上の学  

校が重視していることがわかる。特に，「学習意  

欲の育成」「基礎学力の育成」「生活習慣の確立」  

の3項目は，「特に重視している」の指摘率が5  

割を超えており，多くの学校で特に亀要な学校  

目標として掲げられていることがわかる。また，  

開かれた学校づくりが，これほど多くの高等学  

校の学校目標とLて重視されていることは，今  

日的な特徴であるといえる。   

次に高い指摘率を示しているのが，「特別活動  

の活性化」（88．8％）「部活動の強化」（86．5％）  

である。特別活動や課外活動についても，多く  

の学校で重要な学校目標として掲げられている。  

次いで，「大学進学実績の向上」（78．0％），「卒  

業後進路未決定者の減少」（78．0％），「勤労意欲  

の育成」（76．3％）といった大学進学や勤労意欲  

の育成といった生徒の進路に関わる学校目標が  

続いている。これらについては，それぞれ重視  

をしていない学校が2割程度あることから，生  

徒の進路に関わる学校目標には，各学校によっ  

向を捉えることには十分意義があると考えてい  

る。   

本論文では，この調査結果を学校タイプ別に  

分析することを課題としている。言うまでもな  

く高等学校は多様であり，学校経営上の課題も  

支授ニーズもそれに応じて多様であると想定さ  

れる。以下では，公立高等学校を普通科校とそ  

れ以外に分け，さらに普通科校を「難関大学へ  

の進学実績の向上」を学校目標として重視して  

いるか否かによって3タイプに分けて分析を行  

うこととする。   

なお，本論文の執筆は1．と7．を水本が，2．  

と3．を横山が，4．を照屋が，5．を小柳が，  

6．を大林がそれぞれ執筆し，全体の調整を水本  

が行った。本論文は，平成19年度、20年度科学  

研究費補助金基盤研究（B）「学校軽骨にかかわ  

るコンサルテーションのニーズ・手法・理論に  

関する研究」（19330167，研究代表者水本徳明）  

による研究成果の一部である。  

2．学校目標の重視度   

ここでは，今日の高等学校における学校目標  

の実態について検討する。具体的には，高等学  

校への学校目標に関する調査から，全体の傾向  

と学校タイプによる特徴を検討する。  

（1）全体の傾向   

表2－1は，今年度の学校目標に関わる各項  

目についてどの程度重視しているのかを，「特に  

塞祝している」～「あまり重視していない」の4  

表2－1 学校目標としての重視度  

「特に重視して  
いる」と「重視   

あまり重  
特に重視  重視して   祝してい  

ない   いない   

計   の合計」   

学習意欲の育成   98．4   1．6   59．9  38．5   1．6   0．0   

基礎学力の育成   97．3   2．7   59．7  37，6   2．7   0．0   

開かれた学校づくりの推進   92．5   7．5   32．1  60．4  7．5   0．0   

生活習慣の確立   91．4   8．6   50．3  41．2  8．6   0．0   

特別活動の活性化   88．8   11．2   21．4  67．4  10．2  1．1   

部落動の強化   86．5   13．5   36．2  50．3  11．9  1．6   
大学進学実康の向上   78．0   22．0   37．1  40．9  18．3  3．8   

卒業後進路未決定者の減少   7乱0   22．0   33．9  44．1  16．1  5．9   

勤労意欲の育成   76．3   23．7   23．7  52．7  21．0  2．7   

入学定員の確保   70．6   29．4   34．8  35．8  17．1  12．3   

中退者の削減   57．1   42．9   18．5  38．6  32．6  10．3   

難関大学への進学実績の向上  47．3  52．7  21．5  25．8  33．9  18．8   
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て重点の置き方が異なることが推察される。「雉  

関大学への進学実績の向上」について，重視し  

ている学校（47．3％）と重視していない学校  

（汀あまり重視していない」「重視していない」  

の合計；52．7％））が割れていることからも，そ  

のことがうかがえる。  

（2）学校タイプの分類と各タイプによる学校目  

標の遠い   

ところで，高等学校においては，設置してい  

る学科やその学校が持っている歴史，また抱え  

ている課題状況などによって重視する学校目標  

が異なるものと思われる。特に，生徒の進路に  

係わる学校目標の重点度の適いによって，その  

他の学校目標の重点の置き方も異なってくるこ  

とが予想される。それでは，実際に，生徒の進  

路に係わる学校目標の重点度の適いとその他の  

学校目標の重点度はどのような関係にあるのだ  

衷2－2  

ろうか。この点を検討するため，まず，表2－  

1「難関大学への進学実績の向上」の回答を基  

に，学枚タイプの分類を行った。分類は，表  

2－2にある「分類の基準」によって行った。  

以下では，分類した学校タイプに基づいて考察  

する。  

表2－3は，学校目標に関する設問「卒業後  

進路未決定者の減少」「入学定員の確保」「中退  

者の削減」の重点度を，先の学校タイプ別に比  

較したものである。結果を見てみると，それぞ  

れの項目について，「普通科C」タイプの学校と  

「専門学科」タイプの学校が高い指摘率を示して  

いる。特に，「草築後進路未決定者の減少」は，  

「普通科A」タイプと「普通科B」タイプの学校  

と比べて，「普通科C」タイプと「専門学科」タ  

イプの学校でより重視されている。こうした違  

いが生み出されるのは，生徒の進路が大学進学  

学校タイプの分類  

学校タイプ   分類の基準   該当した学校数   

「普通科A」タイプ  「難関大学への進学実績の向上」の設問で、「とても重視してい   38校  

るl打回答した棚斜を設惜してい打撃梗  「普通科B」タイプ  l■難関大学への進学実績の向上」の設問で、「■重視している」と回   42校  

答した晋過料を役儀している学校  l■普通科C」タイプ  i難関大学への進学爽練の向上」の設問で、「あまり重視していな   62校  」「蚤祝していない」と回答した普通科を設置している学校‘，   

「専門学科」タイプ  専門学科のみ設健している学校   44校   

表2－3 学校タイプにより異なる学校目標  

r特に定規して  

学校タイプ   いる」と：「蔑視 している」の合  

「重税してない  る   いない   

計   の合計」   

「普通科A」タイプ  55．3   44．7   23．7   31．6   28．9   15．8  

卒業後進路束決定者   33．3   23．8   42．9   26．2   7．1  

の減少  「普通科C」タイプ  90．3   9．7   45．2   45．2   6．5   3．2  

「専門学科」タイプ  90．9   9．1   36．4   54．5   9．1   0．0   

「啓通科A」タイプ  42．1   57．9   13．2   28．9   31，6   26．3  

「普通科B」タイプ  69．0   31．0   33．3   35．7   16．7   14．3  
入学定員の確保  

r啓過料C」タイプ  77．4   22．6   37．1   40．3   12．9   9．7  

「専門学科」タイプ  86．4   13．6   50．0   36．4   11．4   2．3   

「普通科A」タイプ  28．9   71．1   2．6   26．3   50．0   21．1  

「普通科B」タイプ  46．3   53．7   9，8   36．6   36．6   17．1  
中退者の削減  

「普通科C」タイプ  70．0   30．0   31．7   38．3   25．0   5．0  

r専門学科」タイプ  72．7   27．3   20．5   52．3   25．0   2．3   
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志向が強いのか，大学や専門学校，就職など生  

徒の進路先が多様であるのか等，各学校におけ  

る生徒の進路選択の多様性とそれへ対応するこ  

との困難さと関係があるものと思われる。  

「入学定員の確保」と「中退者の削減」につい  

ても，「普通科C」タイプの学校と「専門学科」  

タイプの学校でより重要視されている傾向にあ  

る。   

普通科を設置している学校だけに限って見て  

みると，それぞれの項目について，「普通科A」  

よりも，「普通科B」タイプ，「普通科C」タイ  

プの学校の方が高い指摘率を示している。つま  

り，「難関大学への進学実績の向上」を重視して  

いない学校ほど，「卒業後進路未決定者の減少」  

「入学定員の確保」「中退者の削減」に重点を置  

いているという状況が見て取れる。ただ，難関  

大学への進学実績を重視している「普通科A」  

タイプの学校においても，「入学定員の確保」  

（42．1％）に苦慮している様子がうかがえる。  

3．学校目標の達成に向けた課題   

次に，学校目標を達成させるプロセスにおい  

て，どのようなことをどの程度課題と感じてい  

るのかについて検討する。  

（1）全体の傾向   

表3岬1は，学校目標の達成に向けての取り  

組みで，以下の各項目についてどの程度課題で  

あると感じているかを「課題である」～「課題で  

はない」の4件法で問うた結果である。表は，  

「課題である」と「どちらかといえば課題であ  

る」を，「課題ではない」と「どちらかといえば  

諜超ではない」をそれぞれ合計し，「課題であ  

る」と「どちらかといえば課題である」の合計  

の割合の高い順番に整理している。   

結果を見てみると，まず，「学校予算が不足し  

ている」（74．1％。「課題である」と「どちらか  

といえば課題である」の合計。以下，同様）や  

「学校予算の裁量性が乏しい」（62．7％）など学  

校予算に関わる項目の指摘率が高い。このこと  

から多くの学校で，学校目標達成に向けて学校  

予算のあり方が課題であると認識されているこ  

とがわかる。   

学校の経営・組織に係わる項目についての指  

摘率も高い。「教職員の意識が変わらない」こと  

表3－1 学校目標達成に向けた課題  

「課題である」と  
「どちらかといえ  どちらかとい  
ば裸魔である」の  

合計   計   
る   ない   

学校予算が不足している   74．1   25．9   29．2   44．9   21．6   4．3   

教職員の唐織が変わらない   63．8   36．2   16．2   47．6   29．2   7．0   

学校予算の裁盈性が乏しい   62．7   37．3   23．2   39．5   33，5   3．8   

特定の専門性を有する職員（例：  
カウンセラー）が不足している   61．5   38．5   17．1   44．4   33．7   4．8   

リーダーシップを発揮できる教員   がいない  58．1   
41．9   13．4   44．6   32．8   9．1   

教職員が不足している   55．6   44．4   17．1   38．5   36．9   7．5   

教職艮の力最が不足している   54．0   9．6   44．4   36．4   9．6   

施設・設備が整っていない   49．2   50．8   13．4   35．8   39．0   11．8   

重点目標が共有されていない   45．7   54．3   5．4   40．3   46．8   7．5   

教職員の協力体制ができていない  41．9   58．1   7．5   34．4   43．5   14．5   

教師の生徒理解が不十分である   36．2   63．8   4．3   31．9   55．7   8．1   

保護者の協力が得られない   25．1   74．9   3．2   21．9   53．5   21，4   

卒業生や同窓会の協力が得られな    しヽ  14．6   85．4   3．2   11．4   47．6   37．8   

地域住民の協力が得られない   11．2   88．8   0．5   10．7   64．7   24．1   
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（63．8りb），「盈点昌博が共有されていない」こと  

（45．7？も），「教職員の協力体制ができていない」  

こと（41．9％）といった学校の組織運営をめぐ  

る項目や，「特定の専門性を有する職員が不足し  

ている」（61．5％），「リーダーシップを発揮でき  

る教員がいない」（58．1％），といった特定の専  

門性や力巌を有した教職員の不足，「教職員の力  

量が不足している」（別．0％），「教師の生徒理解  

が不十分である」（36．2％）といった教員の力量  

や生徒理解をめぐる問題についても，多くの学  

校で課題であると認識されている。「教職眉の不  

足」（55．6％）や「施設・設備が整っていない」  

（49．2％）といった広い意味での経営資源の穫得  

も目標達成に向けた課題であることがうかがえ  

る．．   

【・方，保護者や地域住民，同窓会などとの関  

係について見てみると，多くの学校で比較的良  

好な関係が構築されているようである。ただ，  

衷3¶2  

それぞれの項目についておよそ1剖～2割の学  

校では，保護者や地域住民，同窓会との関係づ  

くりに苦慮している様子がうかがえる（「保護者  

の協力が得られない」（25．1％），「卒業生や同窓  

会の協力が得られない」（14．6％），「地域住民の  

協力が得られない」（11．2％））。  

（2）学校タイプによる適い  

それでは，学校目標達成に向けた課題は，先  

の学校タイプによってどのような遠いが見られ  

るだろうか。次に，この点について検討する。  

①学校運営上の課追  

表3－2は，学校運営に関わる課題を，先の  

学校タイプ別に整理したものである。結果を見  

てみると，高等学校における学校運営上の課題  

といっても，学較タイプによってその様相がか  

なり異なることがわかる。  

まず，「教職員の意識が変わらない」，「リーダ  

ーシップを発揮できる教員がいない」，「教職員  

学校運営上の課題  

「陳腐であるJと「どち  どちらかといえ  

ある」の合計   学校タイプ   らかといえば課題で  

r隊過料AJタイプ   54．1   45．9   10．8   43．2   35．1   10．8  

【哲過料B」タイプ   71．4   28．6   19，0   52．4   23．8   4．8  
教職組の澄渡が変わらない  

r督通科C」タイプ  66．1   33．9   14．5   51．6   29．0   4．8  

「啓P王将科Jタイプ  ＄0．5   39．5   20．9   39．5   30．2   9．3   

r啓過料Ajタイプ  44．7   55．3   13．2   31，6   42．1   13．2  

リいダーシップを鴇押できる教扱がい  38，1   11．9   50．0   28．6   9．5  

ない  「静通科C」タイプ  60．7   39．3   13．1   47．5   34．4   4．9  

「将門学科」タイプ  61．4   38．6   15．9   45．5   27．3   11．4   

「闊過料AJタイプ   39．5   60．5   13．2   26．3   44．7   15．8  

r啓過料B」タイプ   54．8   45．2   7．1   47．6   40．5   4．8  
教職鈎のカ像が不足している  

r普通科CJタイプ   59．7   40．3   8．1   51，6   32．3   8．1  

「啓門学科jタイプ  56．8   43．2   11．4   45．5   31．8   11．4   

一骨通科A」タイプ   5l．4   48．6   5．4   45．9   40．5   8．1  

r普通科B」タイプ   42．9   57．1   9．5   33．3   47．6   9．5  
舷点目標が共有されていない  

r普通科Cjタイプ  45．2   54．8   4．8   40．3   48．4   6．5  

「専門学科」タイプ  43．2   56．8   2．3   40．9   50．0   6．8   

「普通科A」タイプ  42．1   57．9   7．9   34．2   42．l   15．8  

「普通科B」タイプ  45．2   54．8   4．8   40．5   42．9   11．9  
教職層の協力体制ができていない  

r普通科CJタイプ   37．7   62，3   4，9   32．8   45．9   16．4  

「専門学科」タイプ  43．2   56．8   11．4   31．8   43．2   13．6   

「普通科A」タイプ   36．8   63．2   2．6   34．2   55．3   7．9  

「普通科BJタイプ   35．7   64．3   2．4   33．3   57．1   7．1  
教師の生徒理解が不十分である  

「督過料Cjタイプ   40．3   59．7   4．8   35．5   51．6   臥1  

「専門学科」タイプ  31．0   69．0   7．1   23．8   59．5   9．5   
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の協力体制ができていない」については，「普通  

科B」タイプが最も高い指摘率を示している。  

「教職員の意識が変わらない」（71．4％）「リーダ  

ーシップを発揮できる致貞がいない」（61．9％）  

については，高い指摘率を示していることから  

も，「普通科B」タイプにおける教員の意識変革  

の困難さや組織運営を担う人材の不足や育成の  

難しさがあることがわかる。これは，難関大学  

への進学を強く志向しているわけでもなく，逆  

に，目立った教育上の困難さも見られない「普  

通科B」タイプの学校特性とも関わっているも  

のと思われる。全体の傾向でも見たように，そ  

もそも高等学校においては，教職員の意識の変  

え難さがあるようである。それは，「普通科A」  

タイプや「普通科C」タイプ，「専門学科」タイ  

プにおいても，5割以上の学校で，教職員の意  

識の変え難さが認識されていることからも見て  

取れる。「普通科B」タイプの学校では，そもそ  

もの高等学校における教職員の意識の変え難さ  

に加え，意識変革を促すようなきっかけづくり  

の困難さもあると考えることができる。   

教職員の力量や生徒理解についての課題認識  

は，「普通科C」タイプの指摘率が最も高い  

（「教職員の力量が不足している」（59．7％）「教  

師の生徒理解が不十分である」（40．3％））。教職  

員の力量の不足については，「普通科BJ「普通  

科CJ「専門学科」タイプといった難関大学への  

進学をあまり強く志向しない学校において「課  

題である」と認識されているのに村して，生徒  

理解については，「普通科AJ「普通科BJ「普通  

科C」といった普通科を設置している学校で課  

題であると認識されている。  

「重点目標が共有されていない」については，  

「普通科A」タイプの指摘率が最も高い（51．3％）。  

「普通科A」タイプは，難関大学への進学実績の  

向上に特に重点を置いているため，教科による  

専門分化が進み，学校全体で共有すべき重点目  

標の共有が叛くなっているのではないかと推察  

される。   

②外部との関係   

保護者や地域住民，同窓会といった学校の外  

部との関係構築は，学校の教育力を高めたり，  

学校に村する信頼を獲得する上で重要な経営的  

営為であるといえる。表3－3は，保護者や地  

域住民などとの関係に係わる課題を学校タイプ  

別に比較したものである。   

学校と外部との関係構築について「課題であ  

る」と感じている割合は，総じて「普通科C」  

タイプが高い指摘率を示しており，苦慮してい  

る様子がうかがえる。特に，保護者の協力が得  

にくく（38．7％），また，卒業生や同窓会からの  

協力も得にくい（21．3％）状況が見て取れる。  

「専門学科」タイプも同様の傾向にある。特に，  

「保護者の協力が得られない」（29．5％）ことが  

表3－3 外部との関係にかかわる課題  

「課屠である」と「どち  どちらかといえ  

ある」の合計   学校タイプ   らかといえば課題で  

「普通科A」タイプ   10．5   89．5   2．6   7．9   60．5   28．9  

「普通科B」タイプ   11．9   88．1   
保護者の協力が得られない  

0．0   11．9   59．5   28．6  

r普通科CJタイプ   38．7   61．3   6．5   32．3   45．2   16．1  

「専門学科」タイプ  29．5   70．5   2．3   27．3   54．5   15．9   

r普通科A」タイプ   10．5   89．5   2．6   7．9   42．1   47．4  

「普通科B」タイプ   9．5   
卒業生や同恵会の協力が得られない  

90．5   2．4   7．1   54．8   35．7  

「普通科CJタイプ   21．3   78．7   4．9   16．4   45．9   32．8  

r専門学科」タイプ  13．6   86．4   2．3   11．4   47．7   38．6   

ト普通科A」タイプ   7．9   92．1   0．0   7．9   63．2   28．9  

地域住民の協力が得られない                 「普通科B」タイプ   4．8   95．2   0．0   4．8   64．3   31．0  

r普通科C」タイプ   16．1   83．9   0．0   16．1   62．9   21．0  

r専門学科」タイプ   11－4   88．6   2．3   9．1   70．5   18．2   

－20－   



自律的に活用できる学校予算の裁量性が必要に  

なる。こうした学校予算そのものの不足やその  

裁量性については，「普通科A」タイプおよび  

「専門学科」タイプの学校が，高い指摘率を示し  

ている。ただ，回答の「課題である」に限って  

みてみると，学校タイプによる学校予算に対す  

る課題認織の遠いが見られる。「普通科A」タイ  

プは，学校予算そのものの不足を課題と認識し  

ており，「専門学科」タイプは，学校予算の裁量  

性の乏しさについて課題と感じている。  

施設・ 設備については，「普通科A」タイプを  

はじめとした普通科を設置Lている学校の指摘  

別  率が高く，「専門学科」タイプはそれほど高くな  

い。普通科を設置している学校に限って見てみ  

ると，難関大学の進学実績を志向する学校タイ  

プほど商い指摘率を示している。  

4．学校目標達成に向けたニーズの傾向分析  

」  本章では，高等学校長が自校の学校教育目標  

」  の達成に向けて，いかなる知識や情報を必要と  

しているのかというニーズ認識の傾向分析を行  

う。本調査では「学校目標の達成に向けての取  

り組みを進めるうえで，以下の項巨＝ニついてど  

の程度知りたいですか」という質問を設け，18  

項目の選択肢について「とても知りたい」，「知  

りたい」，「特に知る必要を感じていない」のう  

ち一つを選んでもらった。  

本章では，その18項目をその内容に基づき，  

「学校基本方針の設定」，「校内の組織づくり」，  

「個々の教員による教育活動の充実」，「学外との  

関係づくり」の4領域に分類した。以下，高等   

学校教職員の不足  

課題となっている。  

「普通科A」タイプと「普通科B」タイプの多  

くの学校では，保護者や地域住民などからの協  

力を得られているようである。ただ，地域住民  

よりも保護者や卒業生・同窓会からの協力が得  

にくい傾向にあることから，特に，保護者や卒  

業生・同窓会との関係において，目標達成に向  

けた協力体制を構築することが課題であるとい  

える。   

③学校数職員の不足   

学校数職員の不足については，どのタイプの  

学校でも高い指摘率を示している。つまり，学  

校数職員の不足という課題は，学校のタイプ  

に限った問題ではないということである。特に，  

カウンセラーなどの特定の専門性を有する職員  

の不足については，どのタイプの学校も5割以  

上の指摘率を示している。   

このように多くの学校において学校数職員の  

不足が認識されているが，なかでも「普通科C  

タイプが高い指摘率を示している。「普通科C  

タイプの7割以上の学校が，「教職員や特性の専  

門性を有した職員の不足を課題として認識して  

いる。  

「普通科A」タイプと「専門学科」タイプを見  

てみると，教職員の不足よりも特定の専門性を  

有した職員の不足の方が課題であると認識して  

いる。   

④学校予算および施設・設備の不足   

学校がより効果的な教育活動を行ったり，特  

色ある学校づくりを行うには，十分な学校予算  

が確保される必要があり，またそれを自主的・  
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r裸塵であるjと「どち  どちらかといえ  

ある」の合計   学校タイプ   らかといえば課僧で  

r督通科A」タイプ   60．5   39．5   10．5   50．0   36．8   2．6  

特定の専門性を有する職艮（例ニカウ   50，0   50．0   14．3   35，7   42．9   7．1  

ンセラー）が不足している  71．0   29．0   21．0   50．0   22．6   6．5  

「専門学科ユタイブ  61．4   38．6   20．5   40．9   36．4   2．3   

r普通科AJタイプ   39．5   60．5   7．9   31．6   52．6   7．9  

「普通科B」タイプ   52．4   47．6   14．3   38．1   40．5   7．l  
教職員が不足している  

r普通科C」タイプ   72．6   27．4   25．8   46．8   22．6   4．8  

「専門学科」タイプ  50．0   50．0   15．9   34．1   38．6   11．4   
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表3－5 予算と施設・設備に関わる課題  

「課題である」と「どち  

ある」の合計   学校タイプ   らかといえば況題で   「練魔ではない」と「ど ちらかといえば課題 ではない」の合計  課題である  どちらかといえ ば淡購である  どちらかといえ ぱ況題ではな  い  汲題ではない   

「普通科A」タイプ   89．5   10．5   36．8   52．6   10．5   0．0  

「普通科B」タイプ   66．7   33．3   23．8   42．9   31．0   
学校予算が不足している  

2．4  

「普通科C」タイプ   70．0   30．0   31．7   38．3   21．7   8．3  

r専門学科」タイプ  75．0   25．0   25．0   50．0   20．5   4．5   

「普通科A」タイプ   76．3   23．7   18．4   57．9   23．7   0．0  

r普通科8」タイプ   50．0   50．0   16．7   33．3   47．6   2．4  
学校予算の裁盈性が乏しい  

r普通科C」タイプ   61．7   38．3   21．7   40．0   31．7   6．7  

r専門学科」タイプ  65．9   34．1   36．4   29．5   29．5   4．5   

「普通科A」タイプ   57．9   42．1   13．2   44．7   28．9   13．2  

「普通科8」タイプ   
施設・設備が整っていない  

52．4   47．6   14．3   38．1   33．3   14．3  

r普通科C」タイプ   50．0   50．0   9．7   40．3   41．9   8．1  

「専門学科」タイプ  36．4   63．6   15．9   20．5   50．0   13，6   

学校が自校の教育目標を達成しようとする上で，  

何をニーズとして捉える傾向があるのかについ  

て，学校タイプ間の共通性と相違性に着日しな  

がら分析する。  

（1）学校基本方針の設定に関わるニーズ傾向   

表4－1は，「学校基本方針の設定」に関わる  

ーズ認識の傾向を示している。この分墳は，  

「カリキュラムマネジメントの方法」，「効率的な  

予算配分の方法」，「PDCAサイクルの動かし  

方」，「学校のPRの方法」，「自己評価のあり方」  

の5項目で構成されている。自律的学校経営が  

目指される今日にあって，これらの項目は自校  

の学校経常の方向性を作りあげていく上で重要  

な課題と考えられる。以下，それぞれの項目に  

ついてその傾向を分析していく。  

（Dカリキュラムマネジメントの方法   

最もニーズ認識が高かったのは，「普通科B」  

タイプである。「普通科B」タイプは，35．7％が  

「とても知りたい」（4タイプの中で最も高い回  

答率）と回答し，また11．9％が「特に知る必要  

を感じていない」（4タイプの中で最も低い回答  

率）と回答した。反村に，最もニーズ認識が低  

表4－1「学校基本方針の設定」に関わるニーズ傾向  

学校基本方針の設定   学校タイプ  とても知りたい   知りたい  特に知る必要を感じていない   

「普通科A」   18．4   60．5   21．1  

カリキュラムマネジメントの方法  「普通科別   35．7   52．4   11．9  

「普通科C」   13．3   56．7   30．0  

「専門学科」   17．5   72．5   10．0   

「普通科A」   13．5   67．6   18．9  

効率的な予算配分の方法  「普通科B」   11．9   54．8   33．3  

「普通科C」   4．9   50．8   44．3  

「専門学科」   5．1   76．9   17．9   

「普通科A」   10．5   68．4   21．1  

PDCAサイクルの動かし方  「普通科B」   14．3   54．8   31．0  

「普通科C」   11．7   46．7   41．7  

「専門学科」   10．3   69．2   20．5   

「普通科A」   28．9   55．3   15．8  

学校のPRの方法  「普通科B」   38．1   45．2   16．7  

「普通科C」   31．1   45．9   23．0  

「専門学科」   36．6   43．9   19．5   

「普通科A」   15．8   63．2   21．1  

自己評価のあり方  r普通科B」   31．0   45．2   23．8  

「普通科C」   26．2   54．1   19．7  

「専門学科」   17．5   70．0   12．5   
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かったのは，「普通科C」タイプであった。すな  

わち，「とても知りたい」が13．3％で最も低い回  

答率であり，また「特に知る必要を感じていな  

い」が30．0％で最も高い回答率となっていた。   

②効率的な予算配分の方法   

効率的な予算配分の方法については，どの学  

校タイプでもあまり関心は高くなかった。学校  

予算に対する校長の裁量権が未だ十分でないと  

いう認識を示していると推察される。いずれの  

学校タイプにおいても，「とても知りたい」への  

回答率よりも「特に知る必要を感じていない」  

への回答率が高くなっており，「普通科C」タイ  

プの学校では，その差が40％以上とその回答率  

に大きな開きがみられた。   

③PDCAサイクルの動かし方   

PDCAサイクルの動かし方については，いず  

れの学校タイプにおいても「とても知りたい」  

よりも「特に知る必要は感じていない」への回  

答率が高かった。「普通科B」タイプ（「とても  

知りたい」が14．3％，「特に知る必要を感じてい  

ない」が31．0％）と「普通化C」タイプ（「とて  

も知りたい」が11．7％，「特に知る必要を感じて  

いない」が41．7％）の学校で，その傾向が際立  

っている。   

①学校のPRの方法   

学校のPRの方法はどの学校タイプにおいて  

も高いニーズ認識があった。 特に，「特に知りた  

い」と回答した学校の比率が「普通科B」タイ  

プや「専門学科」タイプの学校で30％後半にな  

っており，他の二つの学校タイプと比べ高いニ  

ーズがあることがわかる。いかに生徒や保護者  

から選択してもらえる学校にしていくかという  

ことが，これらの学校タイプではより課過とな  

りやすいことを示していると考えられる。   

①自己評価のあり方  

「とても知りたい」への回答傾向に着目する  

と，「普通科B」タイプと「普通科C」タイプで  

回答率が高かった。また，「専門学科」タイプも  

「特に知る必要を感じていない」への回答率が最  

も低く（12．5％），自己評価のあり方に対するニ  

ーズは比較的高いといえる。全体としては，「普  

通科A」タイプの学校で，自己評価のあり方が  

学校目標の達成に有用であるとは他の学枚タイ  

プよりも認識されにくい傾向にあることが示さ  

れた。  

（2）校内の組織づくりに関わるニーズ傾向   

衷4M2は「校内の組織づくF）」に関わるニ  

ーズを表す項目を示したものである。この分類  

は，「教職員の協力体制づくり」，「教職員の意識  

変革の方法」，「ミドルリーダーの育て方」の3  

項目から構成される。硯在，学校を組織として  

いかに機能させるかは，学校を運営していくに  

あたって非常に重要な課題であると考えられて  

いるが，現場の認識としてはどうなっているの  

であろうか。以下，それぞれの項目について傾  

向を分析してみる。  

（D教職員の協力体制づくり   

この項目に対して澱も商い回答率を示したの  

は，「普通科A」タイプである（「とても知りた  

い」が2鼠9％）。次いで，「普通科C」タイプの  

表4－2 「校内の組織づくり」に関わるニーズ傾向  

校内の組紋づくり   学校タイプ  とても知りたい   知りたい  特に知る必要を感じていない   

「普通科A」   28．9   52．6   18．4  

教職員の協力体制づくり  「普通科B」   19．0   66．7   14．3  

「普通科C」   23．0   45．9   31．1  

「専門学科」   20．5   64．l   15．4   

「普通科A」   36．8   52．6   10．5  

教職員の唐織変革の方法  「普通科B」   40．5   47．6   11．9  

「普通科C」   37．7   49．2   13．1  

「専門学科」   30．0   62．5   7．5   

「普通科A」   21．1   65、8   13．2  

ミドルリーダーの育て方  「普通科B」   36．6   46．3   17．1  

「普通科C」   32．2   55．9   11．9  

「専門学科」   38．5   53．8   7．7   
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識を示したのは，「専門学科」タイプであった  

（「とても知りたい」が38．5％，「特に知る必要が  

ない」が7．7％）。その一方で，「普通科A」タイ  

プでは，「とても知りたい」と回答したのが  

21．1％で，ニーズ認識の低さをうかがわせる結  

果となった。  

（3）個々の教員による教育活動の充実に関わる  

ニーズ傾向   

表4－3は，日々の教育活動が生徒にとって  

質の高いものであるために，校長としてどのよ  

うな教育実践の基盤づくりを行い，教員に対し  

て適切な教育方法を提示することが重要である  

と考えるかを示している項目をまとめたもので  

ある。この分類は，「授業研究の進め方」，「校内  

での研修システムの構築」，「効果的な学習指導  

のあり方」，「生徒指導の方法」，「キャリア教育  

の方法」，「個々の教員に応じた力量向上の方法」  

の6項目で構成される。  

（D授業研究の進め方  

「とても知りたい」への回答傾向に着目する  

と，「専門学科」タイプで最も回答率が低かった  

（9．8％）。また，「特に知る必要を感じていない」  

関心が高い（「とても知りたい」が23．0％）。し  

かし「普通科C」タイプには「特に必要を感じ  

ていない」という学校も31．1％（4タイプ中，  

最も高い）あり，「普通科C」タイプの学校では  

ーズ認識が二極化していることがうかがえる。  

また，「普通科B」タイプでは，「とても知りた  

い」への回答率が最も低い（19．0％）。このた  

め，「普通科B」・「普通科C」タイプの学校で  

より教職員の協力体制づくりの重要性が認識さ  

れにくいことが指摘できる。   

②教職員の意識変革の方法   

全体傾向として，教職農の意識変革の方法は，  

校内の組織づくりという分類のなかで，高いニ  

ーズ認識があることが明らかとなった。しかし，  

「とても知りたい」への回答率から，三つの「普  

通科」タイプと「専門学科」タイプの間に回答  

傾向の遠いが見られることも示された。すなわ  

ち，「普通科」の各タイプの学校のおよそ40％  

が「とても知りたい」と回答したのに対し，「専  

門学科」タイプでは30．0％に留まった。  

（卦ミドルリーダーの育て方   

ミドルリーダーの育て方に最も高いニーズ認  

表4－3 「個々の教貞による教育活動の充実」に関わるニーズ傾向  

個々の教貞による教育活動の充実  学校タイプ  とても知りたい   知りたい  特に知る必要を感じていない   

「普通科A」   34．2   50．0   15．8  

授業研究の進め方  
「普通科B」   40．5   42．9   16．7  

「普通科C」   21．7   55．0   23．3  

「専門学科」  9．8  75．6  14．6   

「普通科A」   28．9   47．4   23．7  

校内での研修システムの構築  「普通科B」   31．0   52．4   16．7  

「普通科C」   13．3   61．7   25．0  

「専門学科」   10．3   82．1   7．7   

「普通科A」   60．5   34．2   5．3  

「普通科B」   61．9   
効果的な学習指導のあり方  

「普通科C」   

28．6   9．5  

50．8   34．4   14．8  

「専門学科」   42．5   47．5   10．0   

「普通科A」   15．8   57．9   26，3  

生徒指導の方法  「普通科B」   11．9   61．9   26．2  

「普通科C」   22．6   51．6   25．8  

「専門学科」   17．9   66．7   15．4   

「普通科A」   26．3   47．4   26．3  

キャリア教育の方汝  
「普通科B」   28．6   50．0   21．4  

「普通科C」   30．0   48．3   21．7  

「専門学科J  25．6  56．4  17．9   

「普通科A」   47．4   34．2   18．4  

「普通科B」   3乱1   
個々の教員に応じた力量向上の方法  

50．0   11．9  

34．4   57．4   8．2  

「専門学科」   34．1   63．4   2．4   
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感じていない」への回答傾向に着目すると，「普  

通科A」タイプの回答率が26．3％と他の学校タ  

イプと比較して最も高い。すなわち，ニーズ認  

識としては最も低い傾向にあるということがで  

きる。対して，最もニーズ認識が高かったのは  

「専門学科」タイプであった。  

（む個々の教員に応じた力量向上の方法  

「とても知りたい」への回答傾向に着目してみ  

ると，「普通科A」（47．4％），「普通科B」  

（38．1％），「普通科C」（38．1％），「専門学科」  

（34．1％）の順に回答率が高い。また，「特に知  

る必要を感じていない」への回答傾向も同様の  

順序となっていた。このことから，全体として  

みると，「普通科C」や「専門学科」タイプ学校  

でよりニーズ認識としては高い傾向にあると指  

摘できるのではないだろうか。  

（4）学外との関係づくりに関わるニーズ傾向   

表4－4は，「学外との関係づくり」に関する  

ニーズ傾向を表したものである。この分類は，  

「保護者ニーズの把撞の方法」，「地元企業ニーズ  

の把握の方法」，「外部資源調達の方法」，「外部  

の専門家との協力の仕方」の4項目で構成され  

る。この分類は，他の分類の項目に比べて，全  

体的にニーズ認識が低いという特徴がみられた。   

①保護者ニーズの把掘の方法   

学校タイプを問わず，この項目に対して敢も  

回答が集中したのは，「知む）たい」の選択肢だっ  

た。現代の学校における一般的な誅鴇としての  

認識が表れていると推察されよう。LかL，こ  

れがどの程度切実な課題であるかについては，  

いずれの学枚タイプでも「とても知りたい」よ  

りも「特に知る必要を感じていない」への回答  

率が高かったことから，本調査からはあまり切  

実な課題とは認識されていないと指摘できるよ  

うに思われる。   

②地元企業ニーズの把握の方法  

「とても知りたい」への回答に着目すると，ニ  

ーズ認識としては全体的に低いと言える。その  

中にあって「専門学科」タイプでは，「とても知  

りたい」（12．5％）と「知りたい」（55．0％）を  

合わせて67．5％の学校がその必要性を認識して  

いた。しかし，「普通科A」タイプではそれとほ  

に着目すると，「普通科C」タイプの回答率が最  

も高い（23．3％）。全体傾向としては，「普通科  

A」および「普通科B」タイプの学校で，授業  

研究のあり方が学校目標の達成に対して有効性  

を発揮すると認識しやすい傾向にあることを指  

摘することができる。，   

②校内での研修システムの構築   

先の「授業研究の進め方」と同様に，この項  

目でも「普通科A」（「とても知りたい」が  

28．9％）および「普通杵B」タイプ（「とても知  

りたい」が31．0％）に，高いニーズ認識がある  

ことが示された。ただし，「専門学科」タイプが  

「特に知りたくない」に対して7．7％の回答率で  

あることを考えると，このタイプの学校もニー  

ズ認識としてはかなり拓いといえる。全体傾向  

としては，「普通科C」タイプの学校でニーズ認  

識が低いことが示された。  

（郭効果的な学習指導のあり方   

この項目への関心は，いずれの学校タイプに  

おいても，非常に高いものであったと指摘する  

ことができる。学校のタイプを問わず，まず取  

り組むべき課題として位置づけられていること  

の証左であるといえるだろう。全体的な回答傾  

向から，槻Lて「普通科C」タイプや「専門学  

科」タイプよりも，「普通科A」タイプや「普通  

科B」タイプの学校において，よりニーズ認識  
が高いということができるだろう。  

（め生徒指導の方法   

この項目に対しては，「普通科C」タイプの  

22．6％が「とても知l）たい」と回答（他のタイ  

プと比較して最も高い回答率）し，「専門学科」  

タイプの15．4％が「特に知る必要はない」と回  

答（他のタイプと比較して最も低い回答率）し  

ている。このことから，これらの学校で，より  

高いニーズ認識があると指摘することができる  

だろう。対して，最もニーズ認識が低いのは，  

「普通科B」タイプであった。   

⑤キャリア教育の方法   

キャリア教育は現代的な教育課題の一つと考  

えられる。そのことを示すように，いずれの学  

校タイプもおよそ30％の学校が「とても知りた  

い」と回答している。しかし，「特に知る必要を  
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衷4－4「学外との関係づくり」に関わるニーズ傾向  

学外との関係づくり   学校タイプ  とても知りたい   知りたい  特に知る必要を感じていない   

「普通科A」   10．5   65．8   23．7  

「普通科B」   4．8   76．2   19．0  
保護者ニーズの把握の方法  

「普通科C」   13、3   56．7   30，0  

「専門学科」   5．0   70．0   25．0   

r普通科A」   10．5   26．3   63．2  

地元企業ニーズの把握の方法           「普通科B」   2，4   48．8   48．8  

「普通科C」   9．8   45．9   44，3  

「専門学科」   12．5   55．0   32．5   

「普通科A」   10，5   52．6   36．8  

外部資源調達の方法  
r普通科B」   16．7   54．8   2臥6  

「普通科C」   30．0   36．7   33．3  

「専門学科」   15．4   56．4   28．2   

「普通科A」   10．5   65．8   23．7  

「普通科B」   14．3   64．3   21．4  
外部の専門家との協力の仕方  

「普通科C」   16．7   63．3   20．0  

「専門学科」   20．5   61．5   17．9   

まず，学枚タイプを問わず，「個々の教員によ  

る教育活動の充実」という分類に対する回答率  

が他の分類領域と比して高い傾向にあったこと  

が指摘できる。高等学校では個々の教員による  

教育活動，中でも，教授学習晴動をいかに充実  

させるかが最も重要な課題として認識されてい  

るようである。特に，「普通科A」および「普通  

科B」タイプの学校でその傾向がより強いこと  

が示唆された。   

それに対して，近年，「組織マネジメント」と  

いった考え方が様々な研修や政策において指摘  

されているという状況から，学校現場において  

もそれらの考え方が浸透してきているのではな  

いかということが想定されたが，本調査でそれ  

を立証するような結果が得られたとは言い難い。  

組織として教育活動にあたるということが，自  

校の目標達成に有効であるということに対して  

は未だに認識としては低迷しているようだ。こ  

の結果は，これまで見てきたように当然，学校  

タイプ間での遠いはあるけれども，「学校を組織  

として考える」や「学校をマネジメントする」  

という観点から学校経営をおこなうというより  

も，いわば従来のように，教員一人ひとりの力  

量や責任において教育活動が担われ，学校経営  

が展開している，というのが現在の高等学校の  

現状であることを示唆するものと考えられる。  

ぼ同程度の学校（63．2％）が「特に知る必要を  

感じていない」と回答している。学校タイプに  

よってニーズ認識に大きな違いがあることを示  

す特徴的な項目である。   

③外部資源調達の方法   

この項目については，「普通科C」タイプで最  

もニーズ認識が高かった（「とても知りたい」が  

30．0％）。村して，最もニーズ認識が低かったの  

は「普通科A」タイプだった（「特に知る必要を  

感じていない」が36．8％）。   

④外部の専門家との協力の仕方   

外部の専門家との協力については，「とても知  

りたい」と「特に知る必要を感じていない」の  

いずれに回答が集まったかに着日すると，「普通  

科」の各タイプと「専門学科」に分けてその傾  

向を捉えることができる。「普通科」の各タイプ  

は「特に知る必要を感じていない」への回答率  

が高く，「専門学科」では「とても知りたい」へ  

の回答率が高かった。「専門学科」タイプという  

学校特性が影響したものと考えられる。  

（5）小括   

以上，4領域への分類に基づき，各項目への  

回答傾向について分析してきた。これらを基に，  

高等学校において自枚の学校目標を達成するた  

めに，いかなる知識や情報がニーズとして認識  

されているのかという傾向について言及してお  

く。  
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①学校特性とあま【j関係なく連携の程檻が高  

い機関とLて挙げられるのは「保護者」「教育委  

員会」「中学校」「地域住民」「同窓会」である  

（表5－1参照）。これらの外部機関に対する  

「連携Lている」「連携に向けて検討中」の回答  

を合わせると，全ての項目において70％後半代  

以上という高い数値が示された。これらの外部  

機関に対しては，学校特性に関わりなく多くの  

学校が連携に積極的な姿勢を示していることが  

わかる。②学校特性とあまり関係なく連携の程  

度が低い機関として挙げられるのは「民間のコ  

ンサルテーション会社」である（表5－2参照）。  

どのタイプの学校も本外部機関と「連携してい  

ないしその予定もない」において高い数値を示  

している。   

③学校特性とあまり関係なく連携の程度が分  

散する機関として挙げられるのは「民間の教育  

関連企業」である。衷5－3をみると，どのタ  

イプの学校においても，「連携している」「連携  

に向けて検討中」「連携していないしその予定も  

ない」に，それぞれ突出した数値がみられない  

ことがわかる。「民間の教育関連企業」との連携  

の程度は学校特性にあまり左右されてはいない  

5．タ帽β機関等との連携  

（い 現在の連携状況   

本調査では，学校目標を達成するために現在  

どのような外部機関等とどの程度連携している  

かについて尋ねた。本調査でその連携の程度を  

尋ねた外部機関等は「中学校」「地元企業」「大  

学」「研究者・研究機関」「保護者」「地域住民」  

「教育委員会」「専門学校」「同窓会」「民間の教  

育関連企業」「民間のコンサルテーション会社」  

である（なお，調査票においてその連携につい  

て尋ねたものには，山部「粒関」という表現に  

なじまないものも含まれるが，いずれの主体も  

学校にとって「外部」である点を重視し，調査  

票で「機関等」という表現を用いることによっ  

て，これらの連携について共に尋ねることとし  

た）。   

その結果，L記11の機関は回答パターンによ  

って四つに分類することができた。すなわち（力  

学校特性とあまり関係なく連携の程度が高い機  

関，②学校特性とあまり関係なく連携の程度が  

低い機関，③学校特性とあまり関係なく連携の  

程度が分散する機関，①学校特性によって連携  

の程度が異なる機関である。  

衷5－1 全般的に連携の程度が高い機関  

r連携している」  
学校タイプ  連携している  連携に向けて 検討中   と「連携に向けて  

検討中」の合計   その予定もない   

普通科A   86．8   5．3   92．1   7．9  

保護者             普通科B   
87．5   10．0   97．5   2．5  

普通科C   79．0   17．7   96．7   3．2  

専門学科   73．8   23．8   97．6   2．4   

普通科A   78，9   7．9   86．8   13．2  

教育委員会             普通科B   75．6   7．3   82．9   17．1  

普通科C   72．6   11．3   83，9   16．1  

専門学科   85．4   9．8   95．2   4．9   

普通科A   70．3   16．2   86．5   13．5  

普通科B   65．0   17．5   82．5   17．5  
中学校                        督通科C   74．2   14．5   88．7   11．3  

専門学科   64．3   31．0   95．3   4．8   

普通科A   51．4   32．4   83．8   16．2  

地域住民             普通科B   
63．4   19．5   82，9   17．1  

67．7   25．8   93．5   6．5  

専門学科   59．5   35．7   95．2   4．8   

普通科A   78．9   10．5   89．4   10．5  

普通科B   65．0   12．5   77．5   22．5  
同窓会  

普通科C   72．6   11．3   83．9   16．1  

専門学科   61．0   17．1   78．1   22．0   
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表5－2 全般的に連携の低い機関  

学校タイプ  連携している  連携に向けて 討中  連携していないし その予定もない   
検  

普通科A   2．6   28，9   68．4  
民間のコンサル  7．5   5．0   87．5  

テーション会社  8．1   9．7   82．3  

専門学科   14．6   12．2   73．2   

表5－3 連携の程度が分散する機関  

学校タイプ  連携している  連携に向けて 中  連携していないし その予定もない   

検討  

普通科A   31．6   28．9   39．5  

民間の教育関連   40．0   5．0   55．0  

企業  普通科C   25．8   27．4   46．8  

専門学科   36．6   24．4   39．0   

程度が高いことが解る。「普通科B」タイプでは  

「連携している」と「連携に向けて検討中」を足  

した数値（47．5％）が「連携していないしその  

予定もない」（52．5％）と近く，連携実態が二極  

化している可能性がうかがえる。また「普通科  

C」タイプでは回答割合が括抗していた（「連携  

している」：37．1％，「連携に向けて検討中」  

32．3％，「連携していないしその予定もない」  

30．6％）。このように「地元企業」との連携の程  

度は，学校特性によって結果がわかれることと  

なった。このような学校特性による連携程度の  

差異は「大学」「専門学校」「研究者・研究機関」  

でもみられた。  

ようである。   

最後に，①学校特性によって連携の程度が異  

なる機関として「地元企業」「大学」「専門学校」  

「研究者・研究機関」が挙げられる（表5－4参  

照）。例えば「地元企業」を見てみると「普通科  

A」タイプは「連携している」（13．2％）「連携  

に向けて検討中」（23．7％）「連携していないし  

予定もない」（63．2％）の順で数値が高くなって  

おり，連携の程度があまり高くないことがわか  

る。一方「専門学科」タイプは逆に「連携して  

いる」（71．4％），「連携に向けて検討中」  

（19．0％），「連携していないしその予定もない」  

（9．5％）の順に数値が低くなっており，連携の  

表5－4 学校タイプによって連携の程度が異なる機関  

学校タイプ  連携している  連携に向けて   連携していないし そのい   
検討中  予定もな   

普通科A   13．2   23．7   63．2  

普通科B   30．0   
地元企業  

17．5   52．5  
37．1   32．3   30．6  

専門学科   71．4   19．0   9．5   

普通科A   65．8   28．9   5．3  

大学  
普通科B   51．2   29．3   19．5  

普通科C   40．0   15．0   45．0  

専門学科   56．1   22．0   22．0   

普通科A   13．5   29．7   56．8  

普通科B   
専門学校  

32．5   12．5   55．0  
30．6   25．8   43．5  

専門学科   43．9   29．3   26．8   

普通科A   32．4   40．5   27．0  

研究者・研究   22．5   32．5   45．0  

機関  普通科C   3．4   18．6   78．0  
専門学科   24．4   41．5   34．1   
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育委員会」「地域住民」「教育委員会」「同窓会」  

が挙げられる（表5－5参照）。これらの外部機  

関に対する今後の連携を「特に強化したい」「強  

化したい」と回答した学校はそのタイプに関わ  

りなくおよそ75％以上にのぼった。   

①とは逆に②学校特性とあまり関係なく連携  

強化の必要性があまり感じられていない機関と  

してあげられるのは「民間のコンサルテーショ  

ン会社」である（表5－6参照）。連携を「強化  

する必要は感じない」への回答は，全てのタイ  

プの学校で50％以上の数値を示し，一方で「特  

に強化したい」への回答は最高でも「専門学科」  

タイプの10．0％と，他の外部機関に比べて低い  

数値を示している。   

③学校特性とあまり関係なく連携強化の希望  

が分散する機関は「民間の教育関連企業」であ  

（2）今後の連携のあり方   

本調査では学校目標を達成するために，今後  

どのような外部機関等とどの程度連携を強化し  

ていきたいかについて尋ねた。本質間でその連  

携強化の希望程度を尋ねた外部機関等は（1）で  

取り扱ったものと全く同じである。   

ここでも11の機関ほ回答パターンによって四  

つに分類することができる。すなわち（D学校特  

性とあまり関係なく連携強化が望まれている機  

関，②学校特性とあまり関係なく連携強化の必  

要性があまり感じられていない機関，③学校特  

性とあまり関係なく連携強化の希望が分散する  

機関，①学校特性によって連携強化の希望が異  

なる機関である。   

は、）学校特性とあまり関係なく連携強化が望ま  

れている機関としては「保護者」「中学校」「敦  

衷5－5 全般的に連携強化が望まれている機関  

学校特性  特に強化 したい  強化したい  「特に強化したい」 と「強化したい」  の合計  強化する必要 は感じない   
普通科A   55．3   39．5   94．8   5．3  

普通科B   47．5   42．5   90．0   10．0  
保護者                        普通科C   54．8   43．5   98．3   1．6  

専門学科   34．9   62．8   97．7   2．3   

督通科A   60．5   34．2   94，7   5．3  

普通科B   42．5   50．0   92．5   7．5  
中学校  

督通科C   54．1   44．3   98．4   1．6  

専門学科   42．9   57．1   100．0   0．0   

普通科A   36．8   47．4   84．2   15．8  

普通科B   30．0   52．5   
地域住民  

82．5   17．5  

46．8   53．2   100．0   0．0  

専門学科   22．0   73．2   95，2   4．9   

普通科A   48．6   37．8   86，4   13．5  

39．0   36．6   
教育委員会             普通科B  

75．6   24．4  

30．6   50．0   80．8   19．4  

専門学科   23．8   64．3   88．1   11．9   

普通科A   45．9   45．9   91．8   8．1  

普通科B   28．2   46．2   74．4   25．6  
同窓会  

普通科C   24．2   62．9   87．1   12．9  

専門学科   20．0   52．5   72．5   27．5   

表5－6 全般的に連携が望まれていない機関  

学校タイプ  特に強化 したい  強化したい  強化する必要 は感じない   

普通科A   8．1   24．3   67．6  

民間のコンサル  2．5   37．5   60．0  

テーション会社  4．8   37．1   58．1  

専門学科   10，0   35．0   55．0   
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また「研究者・研究機関」についてみてみる  

と「普通科A」と「普通科B」では連携強化に  

概ね積極的であることが解るが，「特に強化した  

い」割合と「強化したい」割合には大きな違い  

がみられる（「普通科A」タイプでは「特に強化  

したい」が40．5％「強化したい」が43．2％．「普  

通科B」タイプでは前者が15．0％，後者が  

65．0％）。また「普通科C」は連携強化を希望す  

る学校と，連携強化の必要性を感じない学校が  

丁度半々の割合で存在している。「普通科C」ほ  

どではないが「専門学科」でも連携強化の必要  

性を感じない学校が約30％存在している。この  

ように表5－8で示した外部機関は学校特性に  

よって，その連携強化の希望の程度に差異がみ  

られることが解る。  

（3）小括   

本調査では「保護者」「教育委員会」をはじめ  

とする11の外部機関等との現在の連携状況，な  

らびに，今後どのような連携を希望するかにつ  

る（表5－7参照）。「特に強化したい」と「強  

化したい」の合計と「強化する必要はない」と  

の数値を比較してみると，どのタイプの学校で  

も似たようなパターンを示すことが解る。すな  

わち総じて連携強化を希望する学校が多いもの  

の，一方で強化の必要性を感じていない学校も  

かなりの割合で存在するということである。し  

たがって「民間の教育関連企業」は学校特性と  

あまり関係なく連携強化の希望が分散する機関  

であると言える。   

最後に④学校特性によって連携強化の希望が  

異なる機関であるが，「地元企業」「大学」「専門  

学校」「研究者・研究機関」が挙げられる（表  

5－8参照）。例えば「地元企業」をみてみると  

「普通科AJ「普通科BJ「普通科CJ「専門学科」  

の各タイプで「連携する必要はない」の数値に  

大きな差異がみられる（「普通科A」タイプ：  

57．9％，「普通科B」タイプ：32．5％，「普通科  

C」タイプ：14．5％，「専門学科」タイプ：7．1％）。  

表5－7 連携強化希望が分散する機関  

「特に強化したい」  

学校タイプ  特に強化 したい  強化したい   と「強化したい」  の合計  強化する必要は  感じない   
普通科A   27．0   37．8   64．8   

民間の教育関連   

35．1  

15．0   47．5   62．5   37．5  

企業  普通科C   12．9   43．5   56．4   43．5  

専門学科   17．1   48．8   65．9   34．1   

表5－8 学校タイプにより連携強化希望が異なる機関  

学校タイプ  特に強化 したい  強化したい  強化する必要は 感じない   

普通科A   13．2   28．9   57，9  

普通科B   
地元企業  

17．5   50．0   32．5  

25．8   59．7   14．5  

専門学科   47．6   45．2   7．1   

普通科A   68．4   26．3   5．3  

大学  普通科B   51．2   46．3   2．4  
普通科C   29．5   42，6   27．9  

専門学科   27．9   62．8   9．3   

普通科A   2．6   36．8   60．5  

普通科B   
専門学校  

15．0   25．0   60．0  

14．5   61．3   24．2  

専門学科   17．1   58．5   24．4   

普通科A  40．5   43．2   16．2  

研究者・研究   15．0   65．0   20．0  

機関  普通科C   8．3   41．7   50．0  

専門学科   14．6   53．7   31、7   
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いて尋ね，これを明らかにした。両質問とも，  

その結果を四つのパターンに分類することが可  

能であり，両者の結果を合わせると以下のこと  

が明らかとなる。   

第・に連掩の現状と希望に関する回答結果の  

相似性である。現在の連携程度，ならびに将来  

の逮捕強化の希望程度が強い機関と弱い機関は  

酷似する結果が見られた。例えば「保護者」や  
「中学校」は現在多くの学校が連携しており，将  

来更に連携強化を希望する学校も多くみられた。  

一方「民間のコンサルテーション会社」と学校  

とは，現在ほとんど連携の実態がなく，また将  

来の逮捕強化については消極的な姿勢を示す学  

校が多い。   

これらのことから，「外郎機関」と〃一言で言っ  
ても，学校との関係の疎密にかなりの差異があ  

ることが解る1．そしてその差異は学校特性にか  

かわりなく現れるものと，学校特性との関係で  

硯れるものとに分かれることが解った。前者に  

ついては，学校と当該外部機関との関係・接触  

の［I常性がその結果に反映されていると考えら  

れる。また後者については「地元企業」や「専  

門学校」「大学」などがこれに該当することか  

ら，各タイプの学校に適う生徒の進路先によっ  

て，遁摘の程度が左右されていることが推測さ  

れる。   

第二に学校特性による結果の差異である。連  

携の現状と希望に関する回答結果を通してみる  

と，外部機関との連摘に敢も積極的であると考  

えられるのほ「専門学科」であった。「専門学  

科」タイプの学校は現状として「連携していな  

いLその予竃もない」，希望として「強化する必  

要は感じない」に回答する割合が他のタイプと  

比べて少なく，学校目標を達成するために外部  

槻関と連携する必要性を積極的に評価している  

ことが解る。一逆に，現状として「連携していな  

いしその予定もない」，希望として「強化する必  

要は感じない」に回答する割合が他のタイプと  

比べて全体的に多かったのは「普通科B」タイ  

プであった。また先述のように，連携の疎密に  

学校特性が関わっていると考えられる外部機関  

もいくつか存在し，「普通科AJ「普通科C」タ  

イブも含め，学校のタイプによる連携程度の差  

異が見られる結果となった。ただし今回は，各  

学校タイプが指向している学校目標や達成上の  

課題と外部機関との連携程度を合わせた分析は  

行っていないため，このような差異が見られる  

原因については明らかにすることができていな  

い。  

6．高等学校が期待する支援の内容と方法  

（1）分析方法   

本調査では，学校の課題発見・解決のための  

学会・研究者に期待する支援内容と支援方法に  

ついて尋ねた。期待する支楼内容は記述しても  

らい，支授方法を「1．講義型研修」「2．演習  

形式型研修」「3．コンサルテーション」「4．  

情報提供」「5．その他」の中から選択してもら  

った。その際，「コンサルテーション」とは「研  

究者が直接学校に出向いて，その学校が抱える  

課題を調査し，その解決方法について学校に助  

言すること」，「情報提供」とは「研究者が保有  

している情報を，様々な媒体（例えば，メール）  

によって，学校に提供すること」との説明を付  

した。   

まず，自由記述の中で共通する内容をまとめ，  

それをいくつかの中分類にカテゴリー化し，さ  

らに中分類をいくつかの大分類にカテゴリー化  

した。カテゴリー化する際に，そのカテゴリー  

に名前をつけた。その結果，内容は，「学校経営  

診断」，「PDCAサイクルの動かし方」などの90  

項目，内容中分類は，「学校組織マネジメント」  

などの27項目，大分類は「学校経営」などの8  

項目にわけることができた。これらの内容を（2）  

学校タイプ別と（3）支接方法別で分析を行った。   

ただ，分類する上で，たとえば「学校組織マ  

ネジメント研修の実施」の内容を，中分類に分  

類する際，「学校組織マネジメント」に分類する  

べきか，「教職員研修」に分類するべきか，どち  

らにも分類して良いような内容があった。この  

ような場合は，分類する人によって，異なる分  

類のされ方がなされる恐れがある。筆者は「学  

校組織マネジメント研修の実施」を「教職員研  

修」に中分類したが，これは「学校組織マネジ  
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低いことである。   

表6－1の内容大分類，教職員力量向上の部  

分をみると，「普通科A」タイプの全体の回答数  

の少なさを考慮にいれれば，回答数16はかなり  

多い回答であることがわかる。このことから，  

「普通科A」タイプは教職員力量向上のニーズが  

高いと言える。また，教職員力量向上の中分類  

をみると，授業改善・学習指導の回答数が多い。   

山方，内容大分類，学校経営の部分をみると，  

全学校タイプの中で，もっとも少ない回答数に  

なっている。このことから，「普通科A」タイプ  
は学校経営のニーズが低いと言える。   

以上より，「難関大学への進学実績の向上」の  

設問で，「とても重視している」と回答した普通  

科を設置している学校は，教職員力量向上に関  

して比較的高い支授ニーズを有している→方，  

学校経営に関して比較的支援ニーズを有してい  

ないと言えよう。  

（む「普通科B」タイプ   

表6－1を見ると，「普通科B」タイプは他の  

タイプと比べて，際だった支授ニーズは見あた  

らない。ただ，表6－1の内容中分類，危機管  

理の部分をみると，「普通科B」タイプの回答数  

は2となっているが，他のタイプに全く回答が  

なかった。これが偶然なのか，「普通科B」タイ  

プの学校は他のタイプに比べ危機管理のニーズ  

が高いのか，今後検討すべき課題である。   

③「普通科C」タイプ  

「普通科C」タイプに関しては，大分類を見る  

と，学校経営や外部マネジメントのニーズが高  

く，中分類を見ると，生徒指導や特別支援教育  

のニーズが高いことが指摘できる。   

表6－1の内容大分類，学校経営の部分をみ  

ると，「普通科C」タイプの回答数が24と際だ  

って多い。「普通科C」タイプの全体の回答数の  

多さを考慮しても，多いと言えよう。外部マネ  

ジメントの部分を見ると，同様に12と際だって  

回答数が多い。中分類の生徒指導も7と際だっ  

て回答数が多い。同じく中分類の特別支援教育  

も5と際だって回答数が多い。   

以上より，「難関大学への進学実績の向上」の  

設問で，「あまり重視していない」「重視してい  

メント」に中分類されるべきものかもしれない。  

本節の分類はこのように筆者の主観で分類され  

ていることに注意されたい。   

一つの回答欄に二つの課題が記されている場  

合，二つにわけて集計した。例えば，（地域・保  

護者連携）との記述があれば，地域連携と保護  

者連携の二つに分けて，それぞれを集計してい  

る。なお，自由記述は1校あたり四つまで書く  

ことができ，方法は複数回答となっているため，  

回答数と回答枚数は一致しない。   

この質問は自由記述となっているため，回答  

のない学校もあった。1項目でも回答があった  

学校は110校である。1項目も回答していない  

高校もあれば，四つの欄全てに記載する高校も  

あった。   

分類の仕方が筆者の主観的な分類であり，1  

校あたりの回答数もばらつきがあるため，デー  

タで出ている数字の差と，現実の差との間には  

相当な距離があるだろう。そうした限界はある  

ものの，高等学校側が支援してほしい内容と，  

その支援方法に関して，おおよその傾向は把握  

できると考える。  

（2）学校タイプ別の支援内容   

衷6－1は学校タイプ別の支援内容数である。  

合計でみると，「普通科A」タイプ，「普通科B」  

タイプ，「普通科C」タイプ，「専門学科」タイ  

プそれぞれ，29，27，82，39の回答数があった。  

学校タイプを分類した時にすでに，「普通科C」  

タイプの回答数が薇も多くなっていたが，この  

質問に対する「普通科C」タイプの回答数の多  

さは際だっている。このことから，各学校タイ  

プの中で，「普通科C」タイプがもっとも高い支  

援ニーズを有していると思われる。   

以下，学枚タイプ別の支援内容を①「普通科  

A」タイプ，（む「普通科B」タイプ，③「普通科  

C」タイプ，①「専門学科」タイプの順で分析  

していく。   

①「普通科A」タイプ  

「普通科A」タイプに関しては，二つのことが  

指摘できる。一つは，「普通科A」タイプは教職  

員力量向上のニーズが高いことである。もう一  

つは，「普通科A」タイプは学校経営のニーズが  
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学科と普通科のあり方」「工業高校の展望」であ  

る。高校再編の動きの中で専門学科の将来が不  

透明化し，このようなニーズにつなが っている  

とも考えられるが，それが叫般的に言えるかど  

うかは今後検討すべき課題である。  

（3）支援内容別の支援方法   

表6－2は支援内容別の支援方法数である。  

表6－2の数字は記述のあった支援内容の数を  

表していたが，表6－2の数字はある支授内容  

に関して，どのような支援方法を希望するかを  

複数回答で選んでもらった，その合計数を表し  

ない」と回答した普通科を設置している学校は，  

学校経営や外部マネジメント，生徒指導，特別  

支援教育に関して，比較的高い支援ニーズを有  

していると言えよう。   

①「専門学科」タイプ   

表6－1を見ると，「専門学科」タイプは他の  

タイプと比べて，際だった支授ニーズは見あた  

らない。ただ，内容大分類，高校制度の部分を  

見ると，「専門学科」タイプの回答数が3と他の  

タイプに比べて多くなっている。その内容は，  

「総合学科の役割と可能性」「統合に向けて専門  

表6－1 学校タイプ別支援内容数  

地域連携   0  l  4  【  地域との連携の在り方  4  

ボランティア活動  

保護者との連携  

保護者の意識改革  
保護者マネジ メント  0  0  5  0  

外部マネ ジメント  0  2  12  2  家庭環境の改善  
家庭と生徒との調和  

小中高連携についての具体的な助音  1  

校種間連携  0  B  2  0                      中学校との連携  

大学との連携の在り方  
企其との連携  0  0  n  B  企繋との連携の在り方  

地堤産菜と学校の連携  I 1 

－33－   



表6－1 学校タイプ別支援内容数（続き）  

内界大分  骨通  普通  常通  専門  内容申分頓  普通  常通  骨通  尊門 学園  内容   
R  料C  学科  A  ノ租B  料C  

通  常通  曹鳩  馴1り   

租R  租C  ′、芦未払   
PDCAサイク／レの動かし方  2  

組織力の向上  
学校組織マネジメントについて  

コーチングの手法  

学校組織マネ ジメント  n  【  9  4  

学校経営診断  1  

教育目標速成に向けたでネジメントの評価  
学校評価  

顧客満足度調査力法の鳩目について  

リーダー育成  0  n  0  2  リーダーの育て方  
ミド′レリーダーの育てカ  

体制の構華   n  ロ  ロ  ロ  教育相淡する体制づくり  
キャリア教育指導体制の構築  

カリキュラム  3  

マネジメント   進学ニーズに対応できるカリキュラムマネジメント  

学校運営組織について  
学校鮮常   5  7  2Jl  学校管理   l  0  2  l  

人事評価の在り方  

予算配分   
憫報マネジメ   ∩  n  l  0  槽瑚分析  
ント  情報管理  

危機管理   0  2  0  0  防災マニュア／レ作成にあたっての楷堰・助長  
危機管理演習（外部慢入など）  

学校改革について  
学校の特色化  
学校縫営   

学校経営全般  4  0  2  ロ  
学校の様々な取り組みに対して  
具体的な成功例   
中等教育学校の経営について   
効果的学校広報の方法  2  2  

生徒夢魔機略  0  l  6  2                      生徒昇典  3  

中学校訪問の仕方  l  

入学者遇 抜  0  0  2  0  入学者選抜  0  0  2  0  入学生の学力測恵方法  
入学者選抜方法  

特別支援 教育  ロ  0  5  n  特別支援教育  l  0  5  0  特別文壇教育   3  

発達陣寄生徒へのカウンセリング  2  

総合学科の役剖と可能椀  

高校制度  0  0    3  席校制度   0  0  ロ  3  
新しい学校の取り組みについて  1  

工業高校の展望  
教育に対する裸周  

現代社会 の知純  ロ  ロ  0  ロ  現代社会の知 徽  ロ  ロ  0  ロ  

絡校生の生活習慣の変化   

飢・   7  8  32  15  7  8  32  15  7  8  32  15   

ている。この違いに注意されたい。   

支援方法は五つあるが，その内，「その他」を  

除く，「講座型研修」「演習形式型研修」「コンサ  

ルテーション」「情報提供」の四つを分析してい  

く。合計数はそれぞれ，55，糾，56，62であり，  

ばらつきは少ない。   

以下，支援内容別の支援方法数を（D教職員の  

力量向上，②生徒サポート，③学校経営，④特  

別支援教育，（む高校制度の順で分析していく。  

（D教職員の力量向上   

教職員の力量向上の領域における支援方法に  

関しては，比較的コンサルテーションの希望が  

少ないことが指摘できる。   

表6【2の内容大分類，教職員の力量向上を  

みると，コンサルテーションの回答数が13と際  

だって低い。教職員の力量向上の内容中分類を  

見ると，授業改善・学習指導の分類において，  

コンサルテーションの回答数が他の方法と比べ  

て3と際だって低くなっている。   

以上より，高等学校の校長は，教職員の力量  

向上，中でも授業改善を内容とする支援方法に  

関して，コンサルテーションをあまり望んでい  

ないと言えよう。  
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①生徒サポート   

生徒サポートの領域における支援方法に関し  

ては，比較的，情報提供の希望が少ないことが  

指摘できる。   

表6－2の内容大分類，生徒サポートをみる  

と，情報提供の回答数が5と際だって低い。生  

徒サポートの内容中分類を見ると，生徒の学習  

の分類において，情報提供の回答数が1と他の方  

法と比べて際だって低くなっている。   

以上より，高等学校の校長は，生徒サポート，  

中でも生徒の学習を内容とする支援方法に関し  

て，情報提供をあまり望んでいないと言えよう。   

③学校経営   

学校経営の領域における支援方法に関しては，  

比較的，コンサルテーションや情報擢供の希望  

が多いことが指摘できる。   

衷6…2の内容大分類，学校経常をみると，  

コンサルテーションや情報捷供が24，21と多い。  

外部マネジメントを学校経常の山部だと考えて 

外部マネジメントの回答数を学校経営の回答数  

に含めても，やはりコンサルテーションや情報  

提供の回答数が多い。   

表6－2の内容申分頼をみると，学校組織マ  

ネジメントに関して，講座型研修の回答数が0  

と際だって低い。カリキュラムマネジメントに  

関して，情報提供の回答数が4と多い。生徒募集  

戦略に関して，コンサルテーションの回答数が  

9と他の方法と比べて多い。   

以上より，高等学校の校長は，学校経営を内  

容とする支援方法に関して，コンサルテーショ  

ンや憎報提供を望む傾向があると言えよう。ま  

た，学校経営の中身を細かくみると，学校組織  

マネジメントを内容とする支授方法に関して，  

講座型研修をあまり望んでいない。また，カリ  

キュラムマネジメントを内容とする支援方法に  

関して，情報提供を望む傾向がある。さらに，  

生徒募集戦略を内容とする支援方法に関して，  

コンサルテーションを望む傾向があると言えよ  

つこ   

⑥特別支援教育   

特別支援教育の領域における支援方法に関し  

ては，比較的，講座型研鰭の希望が多いことが  

指摘できる。表6－2の内容大分類，特別支援  

教育をみると，特別支援教育に関して，講座型  

研修の回答数が5と他の方法と比べて多い。以上  

より，高等学校の校長は，特別支援教育を内容  

とする支援方法に関して，講座型研修を望む傾  

向があると言えよう。   

⑤高校制度   

高校制度領域における支援方法に関しては，  

比較的，講座型研修の希望が多いことが指摘で  

きる。   

表6－2の内容大分類，高校制度をみると，  

高校制度に関して，講座型研修の回答数が4と  

他の方法と比べて多い。   

以上より，高等学校の校長は，高校制度を内  

容とする支援方法に関して，講座型研修を望む  

傾向があると言えよう。  

（4）小指   

ここでは，（2）と（3）で明らかになったことを  

統合し，どのタイプの学校がどのような方法の  

支援を望んでいるのかを考察する。そうするこ  

とで，今後，高等学校に対Lてコンサルテーシ  

ョンを行う際，どのような内容をどのような方  

法で行うことが適切なのかが明らかになると考  

える。   

ただし，（2）で得た傾向を質問紙に記入した  

高等学校と ，（3）で得た傾向を質問紙に記入し  

た高等学校が必ず重なっているとは言えない。  

たとえば，「普通科A」タイプは授業改善に関し  

て比較的高い支援ニーズを有していて，一方，  

授業改善に関してはコンサルテーションのニー  

ズがあまりないことが（2）で明らかになった。  

しかし「普通科A」タイプの中で，授業改善に  

関して支援ニーズを有していると答え，かつそ  

の支援方法としてコンサルテーションを望んで  

いる学校がある可能性は少なくない。しかし，  

やはり，「普通科A」タイプの中では，授業改善  

に関して支援ニーズを有していて，その支援方  

法としてコンサルテーションを望まない学校が  

多いと思われる。そのため，以下に示していく  

ことは「そういった傾向がある」ということに  

すぎない。   

以下，どのようなタイプの学校が，どのよう  
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（3）で明らかになった。   

よって，「雉関大学への進学実績の向上」の設  

問で，「あまり重視していない」「重視していな  

い」と回答した普通科を設置している学校に対  

しては，学校経営の内容をコンサルテーション  

や情報提供で，生徒指導や特別支援教育の内容  
を講座型研修で支援することが，その学校のニ  

ーズを満たすことにつながると考えられる。  

（む「専門学科」タイプ  

「専門学科」タイプは，高校制度に関して，比  

較的高い支援にニーズを有していることが（2）  

で明らかになった。一方，校長は高校制度を内  

容とする支援方法に関して，講座型研修を望む  

傾向があることが（3）で明らかになった。よっ  

て，専門学科を設置している高等学校に対して  

は，高校制度の内容を講座型研修で支援するこ  

とが，その学校のニーズを満たすことにつなが  

ると考えられる。  

7．まとめ   

以上みてきたように，公立高等学校において  

は共通する経営課題と支援ニーズがある一方，  

学校タイプによる差異も見られた。   

共通する課題としては，予算不足，教職員の  

意識が変わらないこ と，予算の裁量性が乏しい  

こと，特定の専門性を有する職員が不足してい  

ることなどが挙げられている。それに相応して  

教職員の意識変革に対する知識ニーズと支援ニ  

ーズが高くなっている。また，効果的な学習指  

導についての知識ニーズと授業改善・学習指導  

に関する支援ニーズも全般的に高い。   

学校タイプ別にみると「普通科A」タイプで  

は重点目標が共有されていないという経営上の  

課題が比較的強く意識されている。そこから校  

内の協力体制づくりに関する知識ニーズが高く  

なっているが，同時に個々の教員の力量向上の  

方法に関する知識ニーズと授業改善・学習指導  

に関する支援ニーズも高い。このタイプの学校  

はいわゆる進学校であると考えられるが，授業  

そのものは個々の教員の力量に依存しつつ，一  

方で重点目標の共有と協力体制の構築を通じた  

協働化が課題になっていると考えられる。  

な内容を，どのような方法で支援すれば，その  

学校のこ－ ズを満たすことにつながるのかを，  

①「普通科A」タイプ，②「普通科B」タイプ，  

③「普通科C」タイプ，倭）専門学科の順で分析  

していくことで小括とする。   

①「普通科A」タイプ  

「普通科A」タイプは，教職員力量向上，中で  

も授業改善・学習指導に関して比較的高い支授  

ニーズを有していることが（2）で明らかになっ  

た。一方，校長は教職員の力量向上，中でも授  

業改善・学習指導を内容とする支援方法に関し  

て，コンサルテーションをあまり望んでいない  

ことが（3）で明らかになった。よって，「難関大  

学への進学実績の向上」の設問で，「とても重視  

している」と回答した普通科を設置している学  

校に対しては，教職員力量向上，中でも授業改  

善・学習指導の内容をコンサルテーション以外  

の方法（講座型研修，演習形式研修，情報提供）  

で支接することが，その学校のニーズを満たす  

ことにつながると考えられる。  

（む「普通科B」タイプ  

「普通科B」タイプは，危機管理に関して，比  

較的高い支援ニーズを有していることが（2）で  

明らかになった。一方，危機管理に関しては，  

わずかにコンサルテーションを望んでいる学校  

が多いことが表6－2よりわかる。よって，「難  

関大学への進学実績の向上」の設問で，「重視し  

ている」と回答した普通科を設置している学校  

に対しては，危機管理の内容をコンサルテーシ  

ョンで支援することが，その学校のニーズを満  

たすことにつながると考えられる。  

（D「普通科C」タイプ  

「普通科C」タイプは，学校経営，生徒指導，  

特別支援教育に関して，比較的高い支援ニーズ  

を有していることが（2）で明らかになった。   

一方，校長は学校経営を内容とする支援方法  

に関して，コンサルテーションや情報提供を望  

んでいることが（3）で明らかになった。また，  

生徒指導を内容とする支援方法に関しては，講  

座型研修を望んでいる学校がわずかに多いこと  

が表6－2よりわかる。さらに，特別支援教育  

に関して，講座型研修を望む傾向があることが  
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「普通科B」タイプでは他のタイプ以上に教職  

員の意識が変わらないことが課題とされるとと  

もに，リーダーシップを発揮できる教員がいな  

いことが課題とされている。それに対応して教  

職員の意識変革の方法やミドルリーダーの育て  

方に関する知識ニーズが高くなっている。カリ  

キュラムマネジメント，自己評価，授業研究の  

進め方，校内研修システムの構築に関する知識  

ニーズも比較的高い。このタイプの学校はいわ  

ゆる中堅校であると考えられる。卒業後進路未  

決定者や中退者など教育上の問題が厳しい状況  

にあるわけではなく，雉関大学への進学という  

明確な目標があるわけでもない。致育的には安  

定している半面，教職員の意識やリーダーシッ  

プに課組を抱えており，さまざまな取り組みを  

通じて学校組織を活性化することが課題となっ  

ている。ただ，支援ニーズとして取り立てて強  

調されているものはなく，校長としても活性化  

の辛がかりをどこに求めてよいか分かりにくい  

状況にあることが推察される。  

「普通科C」タイプは卒業後進路未決定者や中  

退者など教育上の課題を抱え，教員の力量不足，  

リーダーシップを発揮できる教員がいない，保  

護者の協力が得られないなどの経営上の課題が  

認識されている。知識ニーズとしては生徒指導  

の方法，キャリア教育の方法など教育活動に直  

接かかわる知識に関するニーズが高いことが特  

徴である。支援ニーズとしても授業改善・学習  

指導，生徒の学習，生徒指導，教育相談，地域  

連携，学校組織マネジメント，生徒募集戦略，  

特別支援教育など多岐にわたったニーズが表明  

されている。このタイプの学校にはいわゆる困  

雉校が含まれていると考えられる。困難な課題  

を抱え，このタイプの学校が極めて多様な支援  

ニーズを有していることは，支援を提供すべき  

立場からは注目すべきである。  

「専門学科」タイプでは卒業後進路未決定者や  

中退者，入学定員の確保がとくに課題となって  

いる。経営的には教員の力量不足，リーダーシ  

ップを発揮できる教員がいないこと，保護者の  

協力が得られないなどの課題が比較的強く意識  

されている。それに対応して，ミドルリーダー  

の育て方についての知識ニーズと学校組織マネ  

ジメントに対する支授ニーズが高くなっている。   

高等学校に対する支援の方法については，講  

義型研修，演習形式型研修，コンサルテーショ  

ン，情報提供に比較的均等に分かれた。授業改  

善・学習指導については講義型研修と演習形式  

型研修が，教育相談については演習形式型研修  

が，学校組織マネジメントについては演習形式  

型研修とコンサルテーションが，生徒募集戦略  

についてはコンサルテーションが，特別支援教  

育については講義型研修がそれぞれ多く求めら  

れている。   

高等学校と外部機関との連携について，われ  

われが支援ニーズという観点から注目したのは，  

研究者・研究機関と民間のコンサルテーション  

会社である。前者については「普通科A」タイ  

プで連携強化希望が高い。また後者については  

全体に連携強化希望は低調ではあるが，「専門学  

科」タイプで比較的高い。ただ，本調査ではそ  

れぞれどのような支援を求めて連携強化を希望  

しているのかは明らかにできていない。   

今後，本調査のさらに精緻な分析を行うとと  

もに，事例調査などを通じて高等学校が求めて  

いる支援内容，支援方法，支援提供機関の関係  

を明らかにしていく必要を感じている。また，  

支授を提供する側として，研究者がどのような  

支援を提供すべきなのか，提供し得るのかを具  

体的に検討することも今後の課題である。  

注  

（1）水本徳明「スクールリーダー教育と学校経営   

コンサルテーションに関する調査結果」水本徳   

明（研究代表）『大学院における学校管理職教育   

の指導方法に関する開発的研究』（平成18年度財   

団法人文教協会助成研究報告書）2007年，1－   

5頁。  

（2）水本徳明「学校経営コンサルテーションの意   

義と課題一第1回実践フォーラムでの議論を中   

心に－」『日本教育経営学会紀要』第50号，2008   

年，206－215頁。  
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ManagementProblemsandNeeds払rSupportofPublicSeniorHighSchooIs  

NoriakiMIZUMOTO，TbkeshiYOK仇AMA，Shota TERU％，  

Masako KrlYANAGIandMasafumiOB瓜且SHI  
ThepurposeofthispaperistoclarifymanagementproblemsandneedsforsupportofseniorhighschooIs．  

Recently，partlybecauseofthedeclineinthebirthrate，theenvironmentofseniorhighschoolmanagementhas  

becomesoseverethatwesupposetheymusthaveneedsforproftssionalsupport血）mreSearChinstitutionsor  

researchers．Wesentquestionnairesto929princIPalsofpublicseniorhighschooIsintheKantoareaand  

received186answers（20．Opercent）．Questionsareconcernedwithschoolgoals，degreeofgoalattainment，  

problemsingoalattainment，needsforknowledgetoattaingoals，COllaborationwithoutsideinstitutions，and  

needsforsupport魚■OmreSearChinstitutionsorresearchers．  

Wb釦stclassifYtheschooIsintogeneralseniorhighschooIsandotherhighschooIs（‘profbssional’type  

highschooIs），andthenclassifythegeneralseniorhighschooIsintothreetypesaccordingtotheimportance  

attachedtothesuccessrateofentranceexaminationsforhigh－1eveluniversities．‘GeneralA：typesaregeneral  

SeniorhighschooIsthatattachgreatimportancetothesuccessrate．‘GeneralB’typesarethosethatattach  

importancetothesuccessrate．‘GeneralC’typesarethosethatattachlittleornoimportancetothesuccessrate．  

Allschooltypeshaveincommonsuchmanagementproblemsasbudgetde丘cits，insufncientdiscretionin  

theuseoftheirrespectivebudgets，anddi鮪cultiesinchanglngthewaysofthinkingofteachers，andhave  

COmmOnneedsfbrknowledgeandsupportinchangingthewaysofthinkingofteachers．SchooIsofthe‘general  

A：typehaveaprobleminsharingprioritiesandrequireknowledgeinbuildingteachercollaboration．Schooユsof  

the‘generalB’typehaveproblemsespeciallyinchangingthewaysofthinkingofteachersandthelackof  

teacherleaders，andrequireknowledgeinorganizationaldeveloprnentandtrainingofmid－levelleaders．SchooIs  

Ofthe‘generalC’typehaveeducationalproblemssuchasstudentdropoutratesandindecisiononthepartof  

Studentsinchartingtheirfuturecourseatthetimeofgraduation．Theyhavernanagementproblemssuchas  

incompetentteachers，thelackofteacherleaders，anduncooperativeparents，andrequireknowledgeand  

SuPpOrtforimprovementsinteaching，Careereducation，COllaborationwithlocalcommunities，SChool  

Organizationmanagementetc，SchooIsofthe‘professional’typehaveproblemssuchasthedropoutrates，  

indecisiononthepaLrtOfstudentsinchartingtheirfuturecourseatthetimeofgraduation，de負citenrollment，  

incompetentteachers，thelackofteacherleaders，anduncooperativeparents．Theyrequireknowledgein  

trainingofmid－1evellead訂Sandsupportfbrschoolorganizationmanagement．  

RegardingthemethodsofsupportforschooIs；theywouldlikelectures，Seminars，COnSultingservicesand  

infbrmationprovisionsalmosttothesamedegree．Theypr曲rle虎u偲andseminarsforimprovementsinteaching，  

Seminarsandconsultingservicesforschoolorganizationmanagement，COnSultingonstrategiesregarding  

Studentenrollment，andlecturesforspecialneedseducation．  

AsforcollaborationwithoutsideorganlZationswefcmsourattentiononcollaborationwithresearchers  

andresearchinstitutions，andco11aborationwithconsultingBrms．‘GeneralÅtypeschooIshaveneedsfor  

COllaborationwithresearchersandresearchinstitutionsand‘proftssional’typeschooIshaverelativelystrong  

needsfbrcollaborationwithconsulting五rms．Butwecannotclearlyde点nefbrwhatpurposetheywantto  

COllaboratewiththeseorganizations．Onthispoint，WemaygOOntOeVenmOreCloselyexaminetherelationship  

betweenthecontentofsupportneedsofseniorhighschooIsandtheorganizationstheywouldliketo  

collaboratewith．  
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